
第３部：就労支援に向けた連携 

１．就労支援に係る連携の必要性と課題 
 
２．連携に向けて（地域連携就労支援パス） 
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医療支援 
（投薬・精神療法等を通じた疾病管理） 

就労支援 

生活支援 

定着支援 再就労支援 就労支援 

就労生活を支える3種の支援 
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求職者・就職者の精神障害の種別 

求職者 就職者 

統合失調症 ４３．１ ４７．１ 

そううつ病（気分障害） ３３．０ ２７．０ 

てんかん ６．９ ８．２ 

その他の精神疾患 １１．４ １４．３ 

不明 ５．６ ３．３ 

単位：％ 

（出典）「精神障害者の雇用促進のための就業状況等に関する調査研究」 
（2010年3月 障害者職業総合センター） 

2008年7月1日から10月31日までの調査期間内に全国110所のハローワークで
新規求職登録もしくは紹介就職した精神障害者（新規求職登録1,843人、紹介
就職981件(927人)のデータ分析結果。 



精神障害の種類と特徴 

統合失調症 
 

若年での発病のために
一般就労の経験がない
者も多い。 
 

障害者手帳を取得し、デ
イケアから就労継続支援
や就労移行支援を経て
一般就労を目指すことが
多い。 
 

就労支援に加え生活支
援が必要なことも多い。 
 

気分障害 
 

一般就労の経験者が多く、
障害者手帳を取得してい
ない者も多い。 
 
発達障害の2次障害で発
症することもある。 
 

一般的なデイケアに馴染
まないこともあり、リワーク
専門のデイケアもある。 

発達障害 
 

知的障害を伴わない場
合、障害の認識がない
まま成人期を迎えること
もある。 
 

一般就労できず、障害
者雇用枠での雇用を目
指すため手帳を取得す
る者も多い。 
 

発達障害専門の就労移
行支援事業所もある。 
 

生活支援は必要としな
いことが多い。 
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（注）障害者手帳未取得者もサービスは利用可能。但し、
雇用率制度は適用外。 
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一般就労 

地域の精神障害者 

精神科医療機関 

ハローワーク 

精神障害者雇用
トータルサポーター 

就労プログラム 

障害者就業・生
活支援センター 

障害者職業セ
ンター 

配置型ジョブ
コーチ 
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デイケア 

訪問型ジョブ
コーチ 
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一般就労 

地域の精神障害者 

精神科医療機関 

ハローワーク 

就労プログラム 

A型事業所 

就労移行支援
事業所 

B型事業所 
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障害者職業
センター 

障害者就業・生
活支援センター 

デイケア 

就労定着支援 
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精神科医療機関の側からの戸惑い 

• 精神科の患者の中では、デイケアを経て一般就
労を目指す患者も増えてきている。 
 

• この10年ほどの間に、地域の中に就労移行支援
事業所や就労継続支援事業所といった就労に係
る福祉系事業所が数多く設立されてきたが、どの
事業所が一般就労に繋げる力量や実績を有して
いるのか、情報もなくて分からない。 

 

• 情報がない中では、患者の住居に近いということ
で紹介することになるが、その施設が一般就労
に向けた支援をほとんどしておらず、患者の希望
に合わず後悔することが少なからずあった。 

12 



熊本市障がい者就労支援ガイドブック 

• 熊本市障がい者自立支援協議会就労部会では、就
職に向けた支援や訓練を望む障害のある方や関係者
への事前情報として活用できるよう、熊本市内にある
障がい者の就労に取り組む各障害福祉サービス事業
所からの就職実績やアピール点などをまとめた「熊本
市障がい者就労支援ガイドブック」を作成（平成27年3
月作成）。 

• 就職実績としては、過去3年分の就職者数のほか、就
労継続支援A型への就職者数や6か月以上就職継続
者数も掲載。 

• 本ガイドブックの作成に当たっては、熊本市障がい者
就業・生活支援センターが中心的な役割を果たす。 

• 本ガイドブックは、熊本市ホームページに掲載されて
いるほか、「KP5000」（熊本5000プロジェクト）でも閲覧
可能で、就職実績等の最新の情報も掲載。 
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ＫＰ５０００（熊本5000プロジェクト） 
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利
用
者 

 
 

障害福祉サービス等の施設・事業者 

 
 

都道府県 

閲覧 
（インターネット） 

 ○障害福祉サービス等情報の
公表 

 施設・事業者から報告された情報
を集約し、公表。 

反映 

＜障害福祉サービス等情報＞ 
 
 ■基本情報 
  （例）事業所等の所在地 
     従業員数 
     営業時間 
     事業所の事業内容 など 
 
 ■運営情報 
  障害福祉サービス等に関する具体的な 
  取組の状況 
  （例）関係機関との連携 
     苦情対応の状況 
     安全管理等の取組状況 など 
  
 ■都道府県が必要と認める事項（任意） 

必要に 
応じて 
調査 

報告 

障害福祉サービス等の情報公表制度の創設 

○ 障害福祉サービス等を提供する事業所数が大幅に増加する中、利用者が個々のニーズに応じて良質なサービスを

選択できるようにするとともに、事業者によるサービスの質の向上が重要な課題となっている。 
 

   ※請求事業所数：平成22年４月 48,300事業所 → 平成27年４月 90,990事業所 
 

○ このため、①施設・事業者に対して障害福祉サービスの内容等を都道府県知事へ報告することとするとともに、②都

道府県知事が報告された内容を公表する仕組みを創設する。 
 

   ※介護保険制度と子ども・子育て支援制度においては、同様の情報公表制度が導入されている。 

○障害福祉サービス等情報の調査 

 新規指定時、指定更新時、虚偽報告が

疑われる場合などにおいて、必要に応
じ訪問調査を実施し、結果を公表に反
映。 
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